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は じめに
総合エネルギー調査会電気事業分科会の第 1
回会合が,11月5日に行なわれた。この分科会
はそれまでの電気事業審議会が名を改めたもの
だが,審議事項は,従来の電気事業審議会のそ
れを継承しており,わが国の電気事業における
規制緩和①策である。
わが国の電力規制緩和では,1995年に電源の
入札制度や特定供給力場忍められ,2000年3月に
は大口需要家に対する小売自由化 (いわゆる部
分自由イDが実施されている。今回の審議会が
検討するのは,この部分自由化の拡大範囲,そ
のスケジュール,電気事業者が保有する送電線
(1)カリフォルニアの電力危機以降,電気事業に関す
る規制緩和は,deregulationではなくリストラ
(restructuring)であるという表現が使われること
が多くなった。また,「電気事業に関する限り,競争
導入策は規制を減らすことではなく,異なった規制
を用いるという産業事例だ」とするハ パーード大学
ホーガン教授のような見解もある。Pearistein
(2001)など参照。また,カリフォルニア電力危機に
関する政府説明はDOE/EIA(2001)を参照。
利用料金の適正さ, などが中′じヽとなる。
電気事業の規制緩和において,わが国は,諸
外国に比べれば後発国である。これは,結果的
に幸いなことである。なぜなら,前を走る諸外
国が社会科学の実験プロセスとその結果を,次
から次へと提示してくれるからだ。とりわけ,
2000年に起きたカリフォルニアの電力危機は,
規制緩和策の失敗事例として多くの教訓を提示
したし,1990年から始まった英国の規制緩和モ
デルの変更も同様である。そこから,我々 が学
ぶことは多々ある。本稿では,海外の先行事例
の失敗, とりわけ「強制的な電カプール」の失
敗を中心にして,我々 が学ぶべく教訓の幾つか
をまとめてみたい。
1。 再認識すべき電力市場特性
カリフォルニアの電力危機をはじめ,各国で
行われている電カプールや電力取引所の現状を
みると,我々 は,制度改革の議論を進める上で,
改めて電力市場の特性を認識せざるを得ない。
特性の第1は,電力という必需財が持つ需要と
供給の価格弾力性の小ささである。そのため需
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給均衡点として得られる市場価格の変動は,極
めて大きなものとなる。その第2は,電力は他
の財と異なり貯蔵が効かない財であり,生産と
消費が「同時同量」であるということだ。第2
の特徴は,価格変動を一段と大きくする作用を
持つ。
規制緩和論議において,こうした基本的な財
牛寺性に配慮すべきであるという主張は, どちら
かと言えば,その攻防の守勢に立たされる既存
の電気事業者や電気工学出身の研究者側から発
せられてきた。しかし,これまで政府やマスメ
ディアは「まず規制緩和ありき」という風潮が
支配的であり,この基本的特性への配慮は,そ
の認識の有無に関わらず,あえて言外において
きたように思う。
しかしこれらは,制度を検討する上では決し
て見落としてはならない基本的要件である。以
下の議論では,この点から進めてゆきたい。
1.1 需要と供給
電力は,需要 。供給ともに価格弾力性が小さ
い。そのため,価格決定を市場に委ねた場合,
双方のわずかな変動が価格変動を大きなものに
してしまう。それを観察者達は,価格のポラティ
リティが大きいとか,価格変動リスクが大きい,
と表現している。とりわけ,問題になるのは供
給力がタイト化する局面で,そこで価格は大き
な振幅を見る。
図1を見てもらおう。需要曲線が垂直に近い
形状を示すのは,価格弾力性力測 さヽいからであ
る。計測手法にもよるが,通常,この値はわが
国で も-0.1前後 (短期)(2)であり,北欧の
Nord Poolで紹介された事例の値は,わずか
-0.01であった乳 これが何を意味しているか
といえば,電力という商品力弩肖費者にとって必
需品的な性格を持っていることや代替財が少な
いということである。そのため,価格が多少変
化しても,短期的な需要量はほとんど変化しな
い。
一方の供給曲線の形状は,水平に近い緩い右
上がりの傾斜を示す曲線がある地点まで続き,
そこから急激に立ち上がる。曲線上のなだらか
な勾配には,供給力としてベースやミドルと言
われる電源が配置され,垂直的な曲線の箇所に
はピーク用の電源が位置づけられる。このよう
な形状は,需要 。供給ともに入札データを公表
していたカリフォルニアPXのデータや,イギ
リスの電カプールが公開したデータからも裏付
けられる(4)。
供給曲線が水平的でなだらかな右上がりを示
している領域においては,需要が多少変動して
も価格変化は小さく,その状況は大した問題に
はならない(図上の均衡点αや b)。規制緩和策
を検討していた段階では,為政者や政策検討に
関わる人たちがイメージした市場は,おそらく
この領域であったのだろう。
カリフォルニアは端的な事例であるが,実際
には価格の変動は極めて大きなものとなった。
それが顕在化するのは,供給曲線が急激に垂直
的に立ち上がっている領域において,需要曲線
と供給曲線が交点を得る場合 (図の点 θのよう
な状況)である。それゆえ, この領域において
(2)例えば, 日本の事例では電力需要の長期価格弾力
性を-0.2と計測している。日本エネルギー経済研究
所 (2001),p■5
(3)Nord Poolの一日前市場 総需要曲線および総
供給曲線の図表から計算。Nord Pool Consulting
(2001).
(4)カリフォルニアの総需要曲線や総供給曲線のデー
タは,Cal‐PXのホームページから入手可能。また英
国POwer Poolにおける代表的な図は,Jamerson
(2000)やBurn(2000)に示される。
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図1 電力市場の需要と供給
D3D2P Dl
気候の変化による需要曲線の左右のブレは価格
を大きく変化させる。また,供給曲線の左右の
シフトも同様な効果をもたらす。
電力取引市場における市場価格の時系列デー
タを見れば,幾度となく価格スパイク (高騰)
力平宙認できるが,それらは点 εのような状況に
置かれた需給均衡点である。また,価格スパイ
クの発生頻度が多くなっていれば,市場の状態
は点 θのような局面にあると判断できる。
1.2 価格の上昇と供給側の反応
規制緩和を推進し,市場メカニズムに期待す
る経済学者は,こうした価格変動について次の
ように考える。つまり,市場を通じた価格上昇
こそが,供給力増加のインセンティブとなる。
価格上昇によって,遊体設備は稼動を始めるで
あろうし,新たな供給力への投資も行われるで
あろう。それが供給曲線を右側にシフトさせる
ため,一方的な価格上昇はありえないし,価格
0′ Oο Oグ 0
シグナルによる市場参加者の反応によってこそ
市場効率性を確保した均衡点が確保されるの
だ,と。図で示せは 供給曲線はSlからS2に
シフトし,新たな均衡点がσとなるとき,均衡
点εからの価格低下が実現される。
しかし,カリフォルニアの事例をみると,こ
のような局面で実際に起こったことは,その逆
である。発電事業者達は,保有する設備が定期
検査の時期に入ったとか,予期せぬ高稼働を強
いられたために修理の必要性から設備を休止せ
ざるを得なかった, といった理由をあげて,実
際の供給曲線を左側にシフトさせた(5な これに
(5)意図的な価格吊り上げがあったかどうかについて
は,係争中である。しかし,カリフォルニア電力市
場に供給力を提供していたDuke Powerの発電所
の元運転員二人は,その操業形態を問題視している。
Ainsworth(2001)など参照。市場支配力の行使に関
しては,Joskow(2000)やBcenstaine(1999)など。
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よって,供給力は一段と縮小し,価格はさらに
急騰した。発電事業者にしてみれば,設備を休
止させ,価格を吊り上げることが,収入(利潤)
増加につながるのであるから,こうした行為は
極めて合理的であるというしかない。
図にしたがえば,供給曲線をSlからS3に左
方シフトさせることによって,発電事業者は収
入を増大させることができた (四角形 θつε‐6‐
Pcの面積から四角形 0‐Oθ‐θ‐Pθの面積へ)。発
電事業者のこうした行為は「市場支配力の行使」
とされるが,それを監視する制度は存在してい
なかった。
新古典派の経済学者が主張するように,価格
上昇は発電設備への新規投資を促進させ,供給
力が増大する局面は出てこよう。しかし,それ
は設備形成のリー ドタイムを考慮すれば,価格
高騰から数年先ということになる。新たな供給
力が顕在化しない限り,あるいは規制当局の関
与が無い限り,市場では,既存発電事業者によ
る一方的な格操作が可能な状況に直面する。
さらに, リー ドタイムを経て新規発電設備が
稼動を開始してきた局面を考えてみよう。電力
価格が急騰する時期を経た数年後には,価格高
騰に触発された発電設備が運転を開始する。そ
の状況では,おそらく,需要曲線の形状や位置
も変化していよう。つまり,価格高騰を経験し
た需要家たちは, 自衛手段として省電力型機器
を導入したり,省電力型のライスタイルに移行
している。マクロ経済も電力価格の高騰でマイ
ナス成長を辿っているかもしれない。
そうなると,出来上がった発電設備は,一時
的にせよ,過剰設備となる。しかしそこは競争
市場であり,発電ビジネスは資本集約型の装置
産業である。そのため,新設発電設備を抱える
事業者は,投資回収と競争市場での勝者を目指
し,設備をフル稼働させ最大限の発電を行う。
それが彼らにとって,固定費である資本費を薄
める手段であり,平均費用の低下を実現して,
競争に勝ち残る方策なのである。その結果,市
場では安値競争が蔓延する。そうした時間がし
ばらく続くことになる。これは,発電事業のみ
ならず,多くの資本集約型産業で経験してきた
競争のプロセスである。
1.3 市場支配力の行使
英国でも米国でも,規制緩和を進める過程で
は,既存事業者の市場支配力を削ぐことに注意
が向けられてきた。そこでは,従来の垂直型電
気事業を発電・送電。配電の会計分離を求めた
たり,物理的にも会社を分割させたりする。さ
らに,発電事業の競争を促進させるためには,
送電設備力財土会共通の資産であり,事業におけ
るエッセンシャル・ファシリティーであるとし
て,誰からも無差別にアクセスできるような制
度設計を進めてきた。
こうした制度設計によって,発電市場は競争
的になったはずである。にもかかわらず,規制
緩和後に,また新たな支配力が顕在化した。そ
の結果が,先に見た発電事業者による価格操作
である。カリフォルニアのように消費される電
力の大半が電カプールを経由して価格力゛決定さ
れるプロセス(6)では,こうした事態は不可避で
あるようにも思える。なぜなら,供給者は毎日・
毎時の仕事として,需要曲線の形状や自らの応
札に伴う価格変動について,繰り返し学習して
いるからだ。戦略的な企業にとって,電力取引
所を介した毎日のディー リングから, どのよう
(6)カリフォルニアでは,供給者と需要家が個別に長
期の売買契約を行う「相対契約」に基づく電力供給
も行われていたが,供給量の約80%はCa卜PXと
いう電力取引所を経由するものであった。
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な応沐しを行えば, どの程度の価格になるかを知
ることは,それほど難しいことではない。
同様に,英国イングランドの事例では,分割
民営化された2つの発電会社が市場支配力を行
使したことな 電力価格の低下を妨げたとされ
ている。
それでは,多数の発電事業者が存在すれは
そのような価格操作は起こりえないであろう
か。カリフォルニアの事例では,少なくても名
目上の供給会社は40近くが存在していた。理
論的には,無限大の数にのはるプライステイ
カーが存在してこそ,供給側の競争が実現され
ることになるのだが,その仮定はあまりにも非
現実的である。
例えその数が百を超えたとしても,実際上は,
そのうちの何社かは資本提携をしていたり関連
会社であったりするし,市場全体のシェアから
みれば,支配的な企業グループ数社が必ず存在
する。さらに,規制緩和を契機に国際的なエネ
ルギー会社を中心とした企業間の合併 。提携は
日常茶飯事である。それゆえ,市場における主
たるプレイヤー数は両手に余るというのが,現
実である。カリフォルニアの例では,せいぜい
8社であった。
こうして,敏感な市場参加者は,現在の市場
(7)「公的課題」とは,一般に①供給信頼度の確イ呆 の
ほかに,②エネルギ ・ーセキュリティ,③ユニパー
サル・サービス,C環境保全の4項目があげられる。
②～④に比べれば,供給信頼度の問題は極めて電力
供給固有の問題である。にも関わらず,「公的課題」
として括られることによって,その性格が薄められ
てしまう。つまり,②～④と同様に, これらの問題
は総論として認識しておく必要はあるものの,今す
ぐ検討すべきことではなく,将来課題として残して
おいても良いだろう, というような処理をされがち
である。
状況を反映させた最適な行動パターンを採るこ
とになる。それが売り惜しみであり,不必要な
修理作業を通じた供給曲線の左方へのシフトで
ある。
1.4 同時同量と市場
1.4.1 同時同量と停電
電力は,生産と消費がどの瞬間どの時点にお
いても「同時同量」であり,「在庫が効かない」。
この点は,電力技術者が必ず指摘する電力が持
つ最大の商品特性である。同時同量が保てなけ
れば,電圧や周波数に異常をきたし,最悪の場
合は系統の一部や全体の破綻を招き,停電に至
る。それゆえ「同時同量」問題は,言い換えれ
ば「供給信頼度」をどう確保するかの問題とな
る。
このオ討商は, ともすれば「だから,系統運用
者が発電所を自ら保有し,柔軟に運用ができる
垂直統合型の電気事業体制こそ望ましい」とい
う結論につながりがちである。そして「同時同
量」を強調した途端,「アンチ規制緩和論者」の
レッテルを貼られかねない。それゆえか,規制
緩和を進めるという路線の流れの中では,「同時
同量」問題から出てくる供給信頼度の確保策に
ついては,重要な課題であると認識されながら
も,なおざりにされてきた感が否めない。ある
いは,それが「公益的課題」(7)の一部として抽象
化されることによって,その重要度が希釈化さ
れているように思える。
しかし,実際にカリフォルニアやニューイン
グランド地方,ニュージーランド,オー ストラ
リア(8)で停電が起こり, リアルタイム市場(9)に
おける均衡価格の高騰を目の当たりにすると,
まさに「同時同量」であるがゆえに現出する市
場特性を改めて確認せざるを得ない。
在庫が持てないことは,供給力のパッファー
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が無いことを意味するために,市場に委ねた電
力価格はいよいよ乱高下し易い。それは生鮮食
品や穀物といった一次産品の比ではないし,価
格ポラティリティが大きいと言われた石油の比
でもない。電力が石油製品と根本的に違うのは,
まさにこの在庫が持てない点にある。
「同時同量」であることが重大な商品特性で
あることは,社会科学で育った人間達にはなか
なか理解して貰えない。いや,社会科学の人間
達も字面は理解できるし,在庫が持てない, と
いう事実への反論も用意できる。たとえば,供
給予備力があるでしょう,予備力が在庫と同じ
機能を果たすことができるでしょう, という反
(8)オーストラリアの電力規制緩和は,英国のモデル
を参考にしながら1990年代半ばから進められてき
た。それまでの電力市場は,塗抄|ヽ|で独立しており,
州内の電力供給は,主として公営の垂直統合された
電気事業者により行なわれてきた。一連の規制緩和
策によって,南東部の州(ニューサウスウェールズ,
ビクトリア,クウィーンズランド,首者畔宇別区,南
オーストラリア)は「全国電力市場」として電カネッ
トワークが接続された(1998年)。州によって規制緩
和の進捗速度は多少異なるが,そのステップはおよ
そ民営化→発電・送電・配電の分割→発電市場の競
争導入と卸市場のプール制→小売市場の自由化とい
うものである。2000年以降,メルボルン・アデレー
ドといった主要都市での停電が多発し,電力価格も
上昇していることから,規制緩和に対する懸念が発
生している。Briton(2ool)やCant(2001)など。
また, ビクトリア州では2001年2月に需要家に対
し,停電を避けるため1週間に及ぶ電力使用制限を
勧告せざるをえなかった経験から「電力安定イ共1合タ
スクフォース」を設置し,その対策を進めている。
タスクフォー スの報告書は,Natural Resource
and iEnvirOnrnent,State of Governrnent Victo・
ria(2000)。また,電力事情を含め,オー ストラリ
アの全般的なエネルギー需給については拙稿
(2000)を参照。
論である。
確かに,予備力はリアルタイムの系統運用や
供給信頼度を維持するために決定的な役割を果
たしている。それを市場に委ねようとすれば
「アンシラリー ・サービス」市場が必要となり,
リアルタイム市場もその一つとなる。
しかし,消費と生産が同時同量であることは,
系統運用者達が,系統全体を停電に貶めないた
めに,消費が顕在化したら瞬時に供給力を稼動
させなくてはならないことを意味している。カ
リフォルニア電力危機の際,Cal‐ISOのオペ
レー タールームは戦場と化していた(10)。
1.4.2 1リアルタイム市場の電力価値
同時同量を確保するための電力の価値は,い
くらと考えるべきであろうか。 リアルタイム市
場は,それを代弁しているはずである。その市
場における需要家は,系統に接続している全て
の電力需要家を代表した系統運用者であると考
えることができる。系統運用者にとって,同時
同量を確保するための最終 1単位の電力価値
は,系統破綻 (停電)を回避するための価値を
持つ。そして,系統全体が得るであろう効用は,
(9)リアルタイム市場とは,変動する需要量に供給量
を一致させるために,系統運用者が,運用当日当時
間の1時間程度前に供給力を調達する市場のこと。
これに対して,前日に翌日の供給力を確保する市場
をスポット市場と呼んでいる。また供給信頼度を維
持するためのサービスをアンシラリー ・サービスと
呼んでいる。いずれにしても,前日のスポット市場
と供給信頼度を確保するための市場では,特性が異
なるために両者は明らかに分けて議論される必要が
ある。
(10供給力確保のために,CaHSOのオペレー タ達は
朝から電話にかしりついて,汗まみれになりながら
供給支援のための電源確保の交渉を繰り広げた。
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この1単位の電力の有無にかかっている。とい
うことは,この1単位の電力が無ければ,全需
要家が得ようとしている効用の全てを逸してし
まうことになる。
つまり, 1単位でも電力が不足すれば,系統
全体が戦綻 し,停電になる。その点を考えれば,
この1単位の電力価値は,市場全体の効用を,
金額的には販売収入に等しい市場価値をもつこ
とになる (停電が物理的な損失を生じさせる場
合や,精神的ストレスを考慮すれば,さらにそ
の価値は大きくなる)。 言い換えれば,市場全体
の被害額が,同時同量を保証する最終1単位の
電力が持ちえる価値である。それゆえ, リアル
タイム市場における需要曲線は,無限大の効用
を持つものと想定して,垂直的な線としてもお
かしくない (図2参照)。
一方,同時同量を保証するための供給サイド
は, さまざまな施策が考えられる。カリフォル
ニアやNord Poolで採用されているようなリ
アルタイム市場で第二者からの入札により供給
力を順序付ける方法,予備電源として系統運用
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図2 電カリアルタイム市場
Dl ゛゛。S2  D3
つ
者が自前で一定の電源設備を用意しておく方
法, また事前に需要家と供給遮断契約を結んで
おく方法も有効な施策である。それゆえ,同時
同量のための供給曲線は,一方受的な右上がりの
それを想定しても良かろう。
問題は,この二つを市場に委ねた際に何が起
こるかである。需要曲線は垂直であるため,価
格決定は一方的に供給サイドの応札に依存す
る(1ヽ市場が完全に機能して,供給サイドによ
る市場操作が行われない保証があれば,必要量
(図2では垂直な需要曲線で示したD2,Dl,
D3)と右上がりの供給曲線 (Sl)の交点で,均
衡価格が秋:まってゆく(順にR,24,P3)。そ
うであれば,市場に委ねるのが最も望ましい。
しかし,供給サイドがワ°ライステイカーとし
ての行動をとっていなければ,価格はいかよう
にも操作可能となる。なぜなら,需要者である
系統運用者は,系統破綻の被害の大きさに脅威
を感じて,いかに高くても供給力を確保しよう
とするからである。供給サイドが共謀すれば,
価格は青空天丼ということになりかねない。そ
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れゆえ,同時同量を確保するための市場にこそ,
供給者による価格操作ができないような制度設
計が最も重要な課題となる。
重要なことは,卸電力市場における一日前市
場 (スポット市場)と需給を一致させるための
当日1時間前市場 (リアルタイム市場)とは,
明らかに別の市場であるということだ。
1.5 競争と市場の寡占化
諸外国における一連の規制緩和策の中で進め
られてきた施策に,垂直統合型企業の分割があ
る。その際,発電・送電。配電といった機能ご
とに企業を分割し,送電事業と配電事業につい
ては地域独占を認める形態をとる場合が多い。
ただし,完全に小売自由化力編忍められている場
合には,配電事業者も一つの小売供給会社に過
ぎず,配電会社以外の小売供給会社と契約して
いる需要家は,配電会社に対して電線利用料金
を支払うことになる。また,発電分野の競争を
促進させる手段として,送電線へのアクセスを
原則自由にさせる手段が広く採用される。
こうして,垂直統合された電気事業が分割さ
れ,電力事業における各種機能が分離されてゆ
く過程で,様々 な企業が登場する。自らが発電
設備を抱え電力生産を行う企業 (G),発電設備
は持たないものの発電会社から電力を購入して
それを大口需要家に供給する企業(M),送電設
備を保有する送電会社 (TR),系統運用を専門
とする事業主体 (SO),電力取引市場 (PX),
債券や一般商品と同じように電力を取引商品と
してあつかうトレーダー (TD),配電設備を保
有しながら小売事業を行う配電会社 (D),配電
(■)系統運用者は自由に需要を変化させることができ
ないため, この問題を買い手独占のケースとして捉
えるのは適切ではない。
設備は保有しないものの需要家への電力供給を
事業とする小売供給会社 (S,A),資金の決済
を扱う金融会社 (B)など。MとS,Aは,時
として同一会社であり,またTRとSOが事業
体を兼ねることもある。
様々な企業が雨後の竹の子のように登場して
きたが,時間の経過とともに,市場で行われて
いることは,企業の合併・吸収である。制度変
更と同時に,市場でのプレイヤーの数は一時的
に膨れ上がるが, ものの数年でその数は減少し
てくる。
例えば,EU指令の下に規制緩和が展開され
ているヨーロッパ市場の事例をみれば,最も競
争的な市場になりえると考えられた発電分野に
おいてさえ「合併ショー 」が繰り広げられてい
る(表1参照)。 この表向き理由は,合併がもた
らすシナジー効果による経費節減である力t真
の狙いは,価格操作をする力をつけるためだと
考えられている(12)。分割民営化後に2大発電会
社の1つとして発電事業を行っていたイギリス
のPowerGenは,イギリス電気事業規制緩和
の象徴的存在であった。しかし,今やその姿は,
市場に無い。ドイッの E‐ON社に吸収されてし
まったのだ。また,会計分離はされたが,依然
として垂直統合型の企業体を持つフランスの
EdFは,他国からの批難を浴びながらも,英国
の二つの配電会社を買収し, ドイツの小売供給
会社へ資本参加を行っている(13)。
米国においても,成功事例とされるPJM市
場内にあるフィラデルフィア市内に小売供給を
行っていた会社は,一時は2ダー スもの数を数
えたが,今ではわずか2社である。さらに,そ
(10 Haas and Auer(2001),p.17
(1)こうしたEdFの行動に対する批判は,高井
(2001)に紹介されている。
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表1 欧州における電気事業の企業合併 (1995年～2001年)
買収 した企業 (存続企業) 買収された企業 (合併前企業) 取得株式
EdF(イム)                 London Electricity(英国)
EdF(イム)               SWEB Generation Supply(英国)
EdF(仏)              ESTAC(オーストラリア)
EdF(イム)                  EnBW (ドイッ)
Vattenfall(スウェーデン)       Stadtwerke Rostock(ドイッ)
Vattenfall(スウェーデン)            HEⅥ「 (ドイッ)
Texas Ut?ties(米国)            Eastern(英国)
Scottishe Power(英国)           Manweb(英国)
SCOttiShe Power/PaciCorp(英国)  Scottishe Power(英国)/PacifiCorp(英国)
National Power(英国)           Midlands Electricity(英国)
Power Gen(英国)          East Midlands Electricity(英国)
Preussen Elektra(デンマーク)         EZH(オランダ)
Scottish IIydro Electric(英匡|)               Sourthern Electric
PNEM^MEGA                PNEIVI‐MEGA Limburg
EnBW (ドイツ)                 EVS′/Badenwerk
BrikaEnergi(´スイス)              Stockholnl Energi//Gullspang
Electrabel(ベルギー)           EPON(オランダ)
E‐ON(ドイツ)         Preussen Elektra′/Bayernwek(ドイツ)
RWE(ドイツ)                  VEⅥ″(ドイツ)
Vattenfall(スウェーザ′ン)//HEW (ドイツ)      VEAG(ドイツ)
E‐ON(ドイッ)               POwerGen(英国)
E‐ON(ドイッ)                Sydkraft(スイス)
REW (ドイッ)             KELAG(オース トリア)
E‐ON‐Hydro(ドイツ)      Austrian HydrO POwer(ォーストリア)
100%
100%
25%+1議決権
25%+1議決権
12.55%
25%
100%
100%
冶イ丼
100%
100%
25%
100%
合併
合併
合併
40%
合ヽイ井
100%
51%
100%
51%
22%
合併
(出所)Has and Auer,(2001),p.18
の合縦連携は,国際的なエネルギー企業を中心
に進められている。オーストラリアのビクトリ
ア州では送電会社はシンガポール資本,小売事
業の5社中4社が海外エネルギー会社の子会社
である。
こうした動きは,電力産業の各機能に対して,
相変わらず規模の経済が作用し,発電事業にお
いても自然独占性が依然として存在していると
いうことかもしれない。あるいは,垂直統合型
に企業連携することが,範囲の経済性をもたら
すことの証左かもしれない。
2.理想的なモデルはあるのか
これから進めようとしているわが国電力規制
緩和にとって,海外の先行事例に理想的なモデ
ルは存在するのだろか。残念ながら,その解は
見つかっていない。米 国のPJMや北欧 の
Nord Pool力、比較的順調に機能しているプー
ル市場であると言われる。しかし,いずれも間
題が無いわけではない。
2.l Nord Pool
市場機構がうまく機能している事例として北
欧のNord Poolがしばしば紹介される。失敗
はしたが,カリフォルニアのシステム設計のモ
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デルは,こオ′t′ごとされている(14)。しかし,Nord
Poolでの トラブルが少ないのは,その制度設計
の良さというよりは,制度運用の経験の長さに
依存していると言える。北欧では自由化以前か
ら自主的なプール制を採用しており, もともと
電力取引市場の素地があった(15)。それゆえ,自
由化以後のプール制の拡大運用は,これまでの
業務を延長したに等しい。
しかし,Nord Poolの問題は,新しい発電設
備の建設を促すようなインセンティプが市場の
価格シグナル以外に存在しないことである。価
格シグナルさえ機能していれば,それ力湘佳一に
して十分条件である, という意見もあろう。し
かしこの見解は,既に見てきたように価格の乱
高下を容認し,その価格変動リスクを吸収する
制度が整備されていたら, という前提つきのも
のであろう。現実には,そういう手段を用意し
ているモデルは無い。また,送電設備の設備計
画については,所有者が策定し規制官庁である
NVEが承認することになっている。送電線料
金規制は,ポイント料金制を採用しているが,
総収入規制であるため送電線投資へのインセン
ティブとなっていない。現状では, まだ大きな
問題は顕在化していないが,混雑状態が解消さ
れるわけではない。
(10 実際にカリフォルニアの制度設計の際には,関係
者が何度かNord Poolに足を運び,制度の検討を
したとされている。Josckow(2001)。
(1, ノルウェー国内では1932年に地域パワープール
が形成された。また,北欧 5カ国による協調運営を
目的としたNordelが1963年に設立されている。
1971年に国内の5つの地域パワープールを全国大
で1つに集約して,「ノルウェーパワープール」が形
成された。競争策が導入された1991年当時で,ノル
ウェーパワープールに参加していた電気事業者は
60社以上にのぼっていた。
Nord Poolにおいても,需:要規模の1広:大が進
んでいるものの供給力は増強されていないため
に,市場は徐々にタイト化してきている。それ
を反映して,最近のスポット市場では,価格ス
パイクが頻繁に確認されるようになっている。
放置しておけば,結末はカリフォルニアと同じ
で,いつか来た道である。
2.2 米国
2.2.1 カリフォルニアの余波
わが国の政策は,米国から極めて大きな影響
を受けてきた。経済政策をはじめ何事について
も米国の動静は,我々 の将来に対する羅針盤で
あった。電気事業の規制緩和策についても同様
である。
「規制緩和が進む米国では,既に24州が何ら
かの規制緩和策を実行している」,そんな風に米
国事情が紹介されてきた。しかし逆に言えは
半数の州は規制緩和になんら手を染めていな
い, とも言える。この半数と言う数字は微妙で
ある。規制緩和を推進する立場であれば「既に
半数の州が規制緩和を進めている」という引用
の仕方もできるし,逆の立場では「半数が何も
していない」という言い方もできるからである。
カリフォルニアの電力危機以降,規制緩和を
進めてきた24州の内,オレゴン,ネバダ,オク
ラホマ,ウェストパージニア,ニューメキシヨ
の6州は,政策の凍結を決め,残る18州も今後
どうするかを検討中だという。ニューヨーク州
セーラムに本拠を置くRKS社が各州の公益事
業委員を対称にしたアンケート調査結果では,
委員の4分の3が,カリフォルニアの経験に
よって自州の規制緩和策を停止させるか,速度
を緩める方向だと答えている(16)。
凍結を決めたウェストヴァージニア州は, も
ともと規制緩和を進めるにあたって,拙速に進
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めることを良しとしない州であった。電力改革
プログラムは13年間の長期計画のもとに,
徐々に展開されることになっていたのである。
じっくりと時間をかけて改革を進める過程で,
予期せぬ問題点も明らかにされ,それを同時に
解決させて行こうと考えていたのであろう。
2.2.2 PJM
米国において,電カプールカサ辟史的うまく機
能している事例としてPJMがあげられる。こ
れまでのことろ,PJMに問題が顕在化しない
のは,PJMカサ釆用している制度が,規制緩和以
前に行われていた制度をほとんど変えないで継
承しているからだとされる。これは,:Nord Pool
と同種の事例である。
PJMのプール市場は,もともと地域の電気
事業者同士で自主的に運営していた制度を,
FERCのオーダー888に適合するようにマイ
ナーチェンジしたに過ぎない。そのマイナー
チェンジの改革案は,実際に制度を利用してき
た電気事業者が中心になって練られ,それが実
施に移されてきた。改革案を提示した主体が,
電力供給に責任を負う者達であったことは,I極
めて象徴的である。そのため,フ°レイヤー達は,
修正された制度に馴染みが深 く,混乱が発生す
る余地は少ない。
さらに,PJMプールの参加者は,実際のとこ
ろ,市場に混乱を引き起こさないように膨大な
規制の網をかけられている。供給者として市場
に新規参入する者の要件には,予備力を担保す
ることが求められる。箸の上げ下げすら規制を
かけられているような状況である, とさえいわ
れている。
また,PJMの特徴の一つに,卸電力取り引き
の8割は,プー ル市場を経由しない相対契約で
あるという点もオ罰商される。相対契約は,供給
の安定性を高める効果があるとす罰商されるが,
果たしてそうであろうか。相対契約は商取引と
しては極めてプリミティブなものであるし,カ
リフォルニアが既存電力会社に相対取り引きを
禁じたのは,秘密裏の相対取り引きが優先され
れは 価格は高止まり,そこに市場支配力を持
つ供給者の登場を恐れたためではなかったか。
相対契約が供給安定性を高めるというのも,
本当のところは解らない。カリフォルニアの事
例と同様に,2001年7月にPJMのスポット市
場が高騰すると,相対契約をしていた小売供給
会社は需要家を捨てた。取り残された需要家の
面倒をみたのは,旧来の地域配電会社であった。
結局,改革モデルとしてPJMから学ぶべき
点は,制度そのものというよりは,改革案が参
加者自らの手によって考案され進められたとい
うそのプロセスなのであろう。
2.3 英国
1990年に鳴り物入りで登場 した英国の電力
市場改革は,世界の電力改革モデルの一つと
なった。それまで,発送配電が垂直統合された
国営の電力公社は,発電・送電・配電と分割さ
れ民営化された。卸電力取引は「電力取引市場
(電カプール)」を通して行われ,売り手は分割
された二大発電会社とコジェネ設備を抱える新
規参入者,買い手は配電会社である。また,小
売自由化は段階的に進められ,2000年に小日の
家庭需要家まで拡大して,その完成をみる。価
格規制に関しては,上限価格のみを設定する「プ
ライスキャップ制度」を採用した。しかし,こ
のモデルは約 10年の運用期間を経て,全面的
な改革を余儀なくされた。それが,2001年3月
から発足をみた新たな取り引き協定を元にする
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NETA(New Electricity Trading Arrange‐
ments)である(17)。
2.3.1 市場参加者と暗黙の共謀
電力市場改革のファース トランナーとして登
場した英国は,規制緩和モデルの制度設計に関
して我々に多くの教訓を与えてくれる。第一に,
発電事業者を二つに分割したものの,それでは
十分な競争市場とはなりえず,供給者間で「暗
黙の共謀」が図られ,発電事業者が市場支配力
をもってしまうこと。そこでは,寡占の論理が
働き,「電力取引所」が開設されていたとしても,
効率的な市場価格は形成されなかった。
それでは, どれほどの数の供給者が市場に参
加していれば,市場支配力を削ぐことが可能で,
「暗黙の共謀」も起こりえないのだろうか。英
国政府は,二大発電会社に対して保有する発電
所を売却することを進め,両社のシェア低下を
促さざるを得なかった。しかし,市場に何社が
存在すれば競争市場が成立するのかは,実際の
ところ,明確な解は得られない。
2.3.2 フ°ライスキャップ
ニ大発電事業者が「市場支配力」を用いて,
価格を不当に吊り上げていたというOFFER
の調査結果が発表された。これによって,価格
規制のあり方についても変更を余儀なくされ
る。プライスキャップ制度は上限価格を設定し
ているため,利潤増大を目指す企業は,その条
件下で経営の合理化を通したコスト削減に向か
う, と期待される。実際,そうした効果を発揮
し,電力会社の収益は大きく向上した。しかし,
それを知ったメディアと大衆は,高収益と高所
(1つ NETAについての解説は,松田(2001)などを参
Л三。
得を得る電気事業者の幹部を槍玉にあげ,それ
が政治的な介入を許して,価格規制の方法を変
更させた。キャップすべきものは,価格ではな
く利益だと, となったのである。
この結果,プライスキャップ制度は上限価格
の設定機能ではなく,利益キャップに変更して
しまった。利益にキャップを設定された企業は,
企業の行動原理である利潤最大化が常にキャッ
プの制約の下におかれることになる。こうした
制度改革は,利潤増大を図る過程で効率的な企
業運営をさせようという自由化の目的とは,本
来的に矛盾している。
英国で導入されたプライスキャップ制度は,
新しい料金規制のあり方として, 日本でも多く
の研究者が注目し,実際に幾つかの分野で導入
もされてきた。しかし,その行き着く先が政治
的判断をより濃くした「利益キャップ」である
と判明したとたん,黄金に輝いていた新たな価
格規制の方法・プライスキャップ制度は, くす
んだ色に変わってしまった。
2.3.3 電カプール
英国の卸電力市場は,相対契約の元に売買さ
れる電力供給と電カプール市場を通した売買と
の二つが存在していた。前者は,売り手の発電
会社と買い手の需要家が協議し,売買契約を結
ぶ長期取引であり,後者は卸プール市場を通じ
た毎日の電力取引である。一定規模以上の発電
事業者は強制的に卸電カプール市場に参加する
義務を負い,卸電力価格はそこでの競争入札を
通して決定されていた。しかしその結果が,先
に述べた二大発電会社の「市場支配力」の登場
とその行使,これに伴う価格の吊り上げであっ
た。
そのため,1998年12月から,制度改革の詳細
設計が練ら才1.2001年からNERTという形で
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実施されている。失敗から汲み取られた教訓は,
NERTに次のような原則として組み込まれた。
①電力売買は自由な契約行為により行われる
べきであり,電力の売買 (契約)方法について
の枠組みは何ら設けないこと (つまり強制的な
電 カプール は廃 止 し,民間のPower
Exchange:パヮーエクスチェインシ設立を促
す),②契約量と実際の供給量・需要量の差 (イ
ンバランス)に対する決済システムを提供する
こと,③市場原理を活用しながらリアルタイム
での需給調整を行うシステムを提供すること
(バランシング・メカニズム),である。
ここでの教訓を要約すれば,①強制的な電力
プール市場は機能しない,②規制によって市場
を作るのではなく, 自由な取引に任せた方が良
い,③ただし,透明度の高い価格情報として「電
力取引所」が必要である, ということであろう。
2.3.4 規制コスト
規制緩和のメリットの一つとして,規制に関
わるコストの削減が指摘される。しかし,英国
の事例では,規制コストは逆に増大している。
リトルチャイル ド前英国電気事業規制局
(OFFER)局長によれば,「英国における規制
緩和は規制が少なくなるのではなく,より規制
をする形態で進められてきた。現段階で規制に
関わる経費,出費は5年前の3倍にものぼって
いる」という(18)。
3.規制緩和と金融セクター
3.1 金融セクターの役割
規制緩和は,電力市場における金融セクター
の介入とその膨張をもたらす。これは,電力が
(10 冨田(2001)によるリトルチャイルドの発言内容。
海外事例から学ぶ電気事業規制緩和の教訓
がコモディティ化することと表裏一体である。
自由化に伴って金融セクターの役割が増大す
るのは,金融セクターが抱える次の3つの機能
が重要になるからである。それらは,①情報 。
金銭決済の代行機能,②リスク回避の機能,③
市場の透明度を保つための機能,である。
第一の情報 。金銭決済の代行機能が重要視さ
れてくるのは,次のような理由による。自由化
が進んでくると,取引に関わる情報や金銭の流
れは,これまで以上に複雑で煩雑なものになる。
それを,仲介し整理する役目として金融セク
ターがある。実際には,マー ケッターとかトレー
ダーと言われる事業者は,売買の仲介や価格変
動そのものをビジネス機会とするために,物理
的な電力を手にしていなくても, ビジネスは成
立する。また,電力が取引所を通じて売買され
たり,消費者と供給者が常に変動したりするよ
うになると,売買代金の相殺と決済,保険料,
手数料など金銭の流れを一元的に管理する必要
性が出てくる。こうして,電力の物理的な流れ
は,ほとんど従来と変化しない場合でも,そこ
に介在するプレイヤー数が増大し,取引形態も
複雑に成ればなるほど,金融セクターの担う役
回りは重要になってくる。
第二のリスク回避の機能は,市場メカニズム
に内在する価格ポラティリティの大きさと関係
する。電力の価格形成を市場メカニズムに委ね
た場合,価格変動が大きくなるのは既に見てき
たとおりである。価格変化が大きければ大きい
ほど,つまリポラティリティが大きければ大き
いほど,実物取引を行う事業者にとっては, リ
スク回避の手段が必要になる。それは,先物,
先渡しといった金融商品を用いながら, リスク
軽減をおこなうことだ。
しかし,このリスク回避を目的とした機能は,
自己実現・自己増殖をはかり,投機や金融セク
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ターの肥大化に突き進む。この機能がビジネス
として成立するためには,価格変化が大きけれ
ば大きいほど好ましい。規制緩和の旗手として
注目を集め,エネルギー・ トレー ダーとして急
成長したエンロン(19)のビジネス・チャンスはま
さにそれを狙いとしていた,というのは言いす
ぎであろうか。
第二の市場の透明性を高める機能は,電力取
引所の公開性のことである。顧客と供給者が自
由に相対契約を結んで電力取引をしている場
合,第二者には価格はもちろん取引条件は不明
である。しかし,少なくても電力取引所のよう
な市場が存在すれば,相対契約の当事者は上辟交
する別のオ罰票をそこから得ることが｀できる。実
際,電力取引所を設置すべきであるという主張
は,供給者側というよりは需要者側から出てく
ることのほうが多ぃ(20)。
(19 2001年11月9日に,米国のエネルギー販売会社
であるダイナシー社は,経営が悪化していた最大手
のエンロン社を株式交換方式で買収すると発表し
た。しかし,合併吸収のプロセスで,ダイナジー社
はエンロン社の簿外負債の大きさが当初の予想以上
であると判断して,合併話を破棄した。そのため,
エンロン社は,12月1日に連邦法第11条に基づい
て破産申告をすることになった。負債総額は650億
ドルをいわれ,1987年のテキサコの負債額を上回る
最大の倒産劇となった。エンロン社がブッシュ共和
党政権の強力な後援者であることも,つとに有名で
ある。ケネス・レイ会長はブッシュ・チェイニーの
大統領選挙戦の強力な資金提供者であったし,2001
年の春にFERC委員長に就任したパット・ウッド氏
は, レイ会長の推薦によってそのポストを得たとさ
れる。rZι N′ιυ Иο″ π″ιs(2001年11月10日)
10)ドイツにおける電力取引所発足は,需要者サイド
から声があがった。
3.2 電力 。情報 。金銭
電力の物理的な流れは旧来のままでも,規制
緩和よって,金銭,情報の流れは大きく変わる。
当然ながら,この変化に伴って市場を担うプレ
イヤーの顔ぶれも従来とは変わらざるを得な
い。
既に見たように,サプライヤー,マー ケッ
ター, トレー ダー,バランシング決済銀行,保
険業務など,様々 な新規参入者が見られる。こ
れら参入者は,電力そのものを製造(発電),輸
送するという機能よりは,圧倒的に,電力を一
つの取扱商品とする商社的機能を備えたもので
ある。彼らにとって,価格の変化が大きくて不
安定なほど, ビジネスチャンスは膨らむことに
なる。
しかし,ここで立ち止まって考えてみよう。
情報や金銭のやり取りだけを専業とするプレイ
ヤーが市場に登場してくるということは,彼ら
の利潤もこの市場からもたらされていることに
なる。しかも, 自由化によって(一時的にせよ)
電力価格は以前に比べて低下したとしよう。そ
こでは,以前には想像しえなかったような金融
業者も新たなプレイヤーとして事業を行ってい
る。しかし,実際の物理的な電力の流れはほと
んど昔と変わらない。電力の発電は,所有者は
変われども発電所は相変わらず昔のままだ。送
電線や配電線もかつての垂直統合型電気事業者
のものを使っている。
こうした中で,電力価格は下がり,金融会社
も利益を得ているとしたら,その利益の原資は
どこからもたらされたのであろうか。答えは極
めて簡単で,従来の電気事業者のコスト削減か
ら生している, としか言いようが無い。このこ
と,従来の電気事業者が不当に肥えていた, と
も言えよう力ヽ 一方で,仲介業者が居なければ
さらに価格は低下する余地があることも意味し
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ている(21)。
言い方を換えれば,規制緩和はこれまでの高
い電気料金の原因である「規制コスト」や「非
効率な経営に伴うコスト」を排除しようとした
が,規制緩和後には新たに「金融コスト」や「取
引コスト」が嵩むというわけである。つまり,
「規制コスト」や「非効率なコスト」は後者達
に代替されてゆく, というわけである。
3.3 電力のコモディティ化
自由化 。規制緩和は,電力という財を一般財
のように商品化 (コモディティイDすることで
あると言われる。実際に,欧米の先行事例を見
るとそうした表現はあながち,的を得ていない
わけではない。しかし,必需品であり,IT時代
の基礎インフラである電力をコモディティ化し
て果たしてよいものであろうか。それは何のた
めにそうするのだろうか。
別のエネルギーでみれば,既に,石油につい
てはかつての「戦略商品」から一つの「商品相
場」を形成するコモディティに変わったという
見方がされている。1980年代にNYMEXや
SIMEXという商品取引所に石油が上場され,
実際に,小豆や大豆のように,石油相場が形成
されている。これは,結果として,湾岸戦争や
短期的な需給逼迫時における,価格高騰のバッ
ファーやヘッジに役立っていた, という言刊面も
ある。
既存の商品先物取引の主要商品を眺めれば,
いずれも価格変動が大きな商品ばかりである。
それは言い換えれば,価格変動が大きいからこ
そ先物市場のメリットを発揮することができ,
そのヘッジを担う役目が金融セクターに課せら
れている。電力という商品は,需給の価格弾力
性力判 さヽく,在庫も持てないために,自由市場
に任せれば任せるほど,価格変動は他の商品以
上に大きなものとなる。つまり,電力は他の商
品以上に価格ポラティリティが大きいために,
金融セクターにとっては格好のビジネスチャン
スを創出する。エンロンをはじめ,金融セクター
からあがる規制緩和推進の掛け声は,消費者の
ためというより,彼らのビジネスチャンスを創
出するためとしか聞こえてこない。規制緩和は,
機を見るに敏な金融業界のために行っているの
ではないか, とまで思えてくる。リスクヘッジ
に長けた金融工学を縦横無尽に使えるものこそ
が,限られた勝利者になるための機会創りでは
ないか, と。
一般大衆は,「選択の自由」を本当に欲しがっ
ているのだろうか。そうとは言い切れない。 ド
イツの事例では,顧客獲得のために何百万マル
クもかけて行った広告キャンペーンによって,
電力供給会社を変更したのはわずか3%程度
しかなく,圧倒的消費者は「手間をかけてまで,
電力会社を選択しようとは思わない」のであ
る(22)。
日本で行なわれた通信事業のマイライン登録
キャンペーンを思い起こしてもらいたい。一体,
誰のための選択であったのだろうか。無理やり
競争をしかけるという政策そのものが,人為的
で,不自然な政策介入であったのではないだろ
うか。
経済社会に必需品である電力を,ポラティリ
ティの高い商品に変えてしまう必要性が本当に
あるとは, とうてい考えられない。
01)もちろん,こうした新規参入者が,需要家に対し
て市場に関する情報や機会を提供するといったメ
リットが存在することは間違いない。
22)ウプサラ大学(スウェーデン)Fred Banks教授
のレターから
-91-
名古屋学院大学論集
4.規制緩和下の電力価格
4.1 電力価格は低下するか
自由化・競争導入によって,果たして価格は
下がるのであろうか。先行事例が示すことは明
白である。それは,大口需要家の料金は低下す
るが,小日需要家への価格低下の影響は少ない。
それも, 自由化初期においては,その傾向を確
認できるものの,中長期的にはその保証の限り
ではない。
グローバルな競争を繰り広げている輸出産業
やエネルギー多消費型産業にとっては,エネル
ギー価格,なかでも電力価格は,彼らのコスト
競争力を損なわないために,低いに越したこと
は無い。また,国際競争と直接的には無縁な家
庭需要家や業務用需要家にとっても,電力価格
が安くなることに不満はない。 しかし,先行事
例を見れは 規制緩和によって電力価格が低下
傾向を示すのは,大規模需要家に限られる。小
日や家庭用の電力価格は, 自由化後もそれほど
変わらない, というのが一般的な姿である。
自由化の成果は,あえて「それでも良い」と
いうことにしておこう。なぜなら,大口電力価
格の低下は,産業の競争力を通じてマクロ経済
に対して好影響をもたらし,間接的に,家計や
国内サービス産業にも所得効果をもたらす可能
性があるからだ。
しかし,そもそも, 自由化・競争導入策は価
格の低下を保証するものではない。市場メカニ
ズムや自由化が原理的に保証することは,資源
配分上の「効率性」であり,「効率的な価格形成」
でしかない。しかも,それには,市場が完全に
競争的であるという条件がある。現実には,「完
全競争」市場など存在しないから,市場支配力
の監視に別の労力を割かざるを得ない。
4.2.中期的な価格形成
価格を市場に委ねることは,原理的に価格低
下を保証することではないばかりか,中期的に
電力価格を不安定なものにする可能性が高い。
これは,先にみた設備投資における意思決定と
関係する。競争的市場にある資本集約型産業が
常にそうであるように,設備能力の過不足が製
品市況を変動させ,一方で製品市況そのものが
設備投資判断の材料となる。
そのため,価格は周期的な動きをすることが
予想される。つまり,次のようなサイクルであ
る。設備が不足気味になると,価格は上昇局面
に入る。価格上昇によって能力増強の投資が促
される。しかし,設備が稼動を始めるまで数年
かかるため,しばらく価格は高い水準に留まる。
新規設備がラインナップされ,稼動を始める頃
には,価格高騰による省電力効果(需要の低下)
と供給力の拡大によって,価格は低下する。し
かし,一旦追加された設備は,稼働率を上げて
平均費用を下げようとするため,価格はさらに
暴落する。安値競争の登場である。おそらくそ
の状況は,他業界に倣って「過当競争」と呼ば
れることなろう。それがしばらく続き,価格が
上昇局面に転じるのは,需要が増加し,供給力
が不足気味になる頃である。
放っておけば価格がサイクリカルに動くと
解っていれば,それを平均化する役目として先
物市場が期待される。先行指標である先物市場
における価格の高騰が,設備投資の動機付けに
なれば,設備投資のタイミングは平準化する。
そして,価格の乱高下は振幅を弱め,収束帯に
留まると考えられるからである。
しかし,これまでのところ電力の先物市場が
機能した実例は存在しない。カリフォルニアの
制度設計において,NYMEX(ニューヨーク商
品取引市場)の電力先物市場が期待されたが,
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実際には機能しなかった。取引量や参加者が少
なすぎて,機能不全に陥っている。ドイツやオー
ストラリアの先物取引市場でも流動性の欠如
が,これらのデリバティブ市場を失敗に向かわ
‐せようとしている。
このような現実を目の当たりにすると,理念
的に先物市場の有効性を認めたとしても,我々
はそれを電力に適用するほどの知恵と技術を未
だに持ちえていないのではないか,と思う。
4.3 総括原価方式から限界費用方式
さらに言えは 長期的な価格は,上がる可能
性さえ大である。それは次のような理由からで
ある。
地域独占力編忍められていた電気事業の料金設
定は,これまで魚舘舌原価方式カサ釆用されてきた。
それは,いわば平均費用をベースとして価格付
けをする方式である。この時の平均費用は,設
備の償却期間を,発電設備であれば10年～30
年といった長期を前提として計算される。しか
し,競争市場では限界費用に基づく価格付けが
採用されると考えられている。供給力が十分存
在する局面では,短期の限界費用で,需給が逼
迫する状態では長期限界費用に価格が張り付
く, と考えられる。
その際,企業経営における長期限界費用は資
本費 (固定費)と操業費 (変動費)の合計を意
味している。自由な競争市場における設備投資
計画では, リスク軽減のためには,投資回収期
間をできるだけ短いものにすることが望まし
い。投資回収期間は,せいぜい3～4年という
ことになろう。それは,地域独占。魚絣舌原価方
式で想定していた10年余に比べれは 著しく
短い。
実際,1990年代前半に途上国に進出していっ
た米国系IPP(独立系発電事業者)達は,ROI
を25%～30%を前提として投資判断を行ない,
電力卸売価格を設定してきた。それは,途上国
の電気料金を大きく上回るものであったが,入
札者の全てが同様な前提を持つのであれば,途
上国政府はその候補者の中から落札者を選択せ
ざるを得ない。交渉は難航したが,電力市場の
自由化を是とする世界銀行がIPP側を後押 し
したこともあって,幾つかのプロジェクトは実
現に向かった。
その結果が,発電所が建設された以降もトラ
ブルが耐えない現在のインドやインドネシア,
フィリピンの姿であろう。
4.3 競争市場と技術革新
競争市場のメリットは,技術革新を促進させ
る効果を持ち,それが引いてはコスト低下をも
たらすと期待されている。確かに,技術革新の
速度が著しい通信情報分野では,その通りであ
ろう。しかし,電カビジネスで期待される技術
革新はどのようなものがあるだろうか。
発電分野で期待されるものは,コー ジェネ
レー ションがある。しかし,せいぜいその程度
ではないのか。だとすれば,コージェネレーショ
ンを導入する機会を制度的に保証すればよい。
送電分野や小売事業における技術革新は,無い
とはいえない力ヽ せいぜいビジネスモデルの斬
新性程度であろう。
おわりに
これまで議論してきたことを踏まえ,規制緩
和策を一段と進めようとしている現在の日本が
教訓とすべきことは,つぎのようにまとめられ
る。
(1)電力自由化の理想的なモデルは,現段階で
は存在しない。日本は海外事例を注意深く観
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察しながら,独自のモデルをじっくり展開す
べきである。
(2)現実的な政策論議では,どのタイミングで,
どこまで自由化するかが語られる。しかし,
それ以前にあるいはそれと同時に「供給信頼
度」,「設備形成」,「価格安定」を担保する制度
を検討すべきである。
(3)自由化は,様々 な分野で金融セクターの介
在機会を拡大する。しかし,これはミクロの
金銭的な保険契約者間の電力価格の安定化と
しての意味合いに過ぎず,マクロの物理的な
破綻 (系統の停電)の回避をイ卿章するもので
はない。この点は留意すべきである。
(4)上のような課題が存在するとしても,電力
規制緩和は,世界の潮充や規定路線として,
日本でも今しばらくは進むであろう。その際,
既存電力会社は,「供給信頼度」,「設備形成」,
「価格安定」などの制度設計に関して,経験
豊富な電力専門家として積極的な提案を行う
べきである。
本稿を開じるにあたり,カリフォルニアの公
益事業委員会のウッド委員が述べた言葉を引用
しておこう。「規制緩和を正しい条件で進めて
も,安定供給とすべての利用者の料金低下を実
現するのは不可能」であり,電力自由化は結局,
「大口利用者の大企業など特定の利用者層にし
か恩恵をもたらさない」。日本への提案として
「カリフォルニア州はわずか10%程度の料金
低下を目指して規制緩和に踏み切り,逆に2倍,
3倍の価格高騰を招いた。あらゆる価格抑制の
システムを十分に考慮すべき」である(23)。
13)『ガスエネルギ 新ー聞」(共同電)2001年月31日
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